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供給側の視点からの検討（サービス業） 
 

 

 

１．サービス業の検討に際して 

 

(1) これまでの主な経緯 

供給側の視点からの検討に際しては、これまでに製造業と商業を対象にして、具体的な適用の

考え方の検討、試行、課題の整理を行った。製造業については、第12回検討チームにおいて原材

料、工程、生産技術の差異の観点からの検討、商業（卸売業、小売業）については、第13回検討

チームにおいて卸売業を例として、①ハード面（物流システム、管理設備等）②ソフト面（商品

の企画開発、マーケティング等）、③中間的領域（品質検査、情報流や金流等を提供する支援シス

テム等）の観点からの検討をそれぞれ行った。 

 

(2) サービス業の特徴 

   製造業と商業において主に扱われるのは「財（見える商品）」であり、サービス業では財に相当

するものがサービスであり、直接的に見えない商品を扱うことが製造業と商業とは異なる。また、

字義によれば、「サービス」は「物質的生産過程以外で機能する労働。用役。用務。」1とされる。

さらに、財と比べると、「サービス」においては、①顧客は所有権ではなく「利用権」を購入する、

②価値提供の形式が有形ではなく「無形」である、③「カスタマイズの度合いが高い」ことが特

徴とされる2。ただし、具体的な業種を対象にして、このような特徴付けを客観的に行うには十分

な検討が必要であると思われる。 

 

(3) サービス業の対象とその多様性 

サービス業の対象となる業種が必ずしも厳密に定義されている訳ではない。広義には「非製造

業全体」を指すことがあるが、狭義には非製造業から特定の産業（例えば、建設業、運輸業、金

融・保険業等）を除いたものを指す場合が多いと思われる。具体的に、狭義のサービス業として

は以下の７つの大分類を指すものと考えられる。 

Ｌ 「学術研究、専門・技術サービス業」 

Ｍ 「宿泊業、飲食サービス業」 

Ｎ 「生活関連サービス業、娯楽業」 

Ｏ 「教育、学習支援業」 

Ｐ 「医療、福祉」 

Ｑ 「複合サービス事業」 

Ｒ 「サービス業（他に分類されないもの）」 

また、上述(2)の「サービス業の特徴」等から、実際には多種多様なサービスが展開されている

と考えられる。 

                                                   
1 「広辞苑」第五版 
2  安原智樹 『新版 マーケティングの基本』日本実業出版社2018年（p250から引用） 

資料２ 
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(4) 検討の視点 

供給側の視点からサービス業を検討する際の視点としては、基本は生産関数の投入物（資本、

労働、土地、中間財）から各産業の特徴を捉えることが挙げられる。例えば、病院と美容院を比

較すると、施設整備等に要する資本と土地、必要な労働力（有資格者、従業者数）、そして中間財

はそれぞれ両者ともに異なっていると推察できるが、それらの差異を具体化することが重要であ

る。さらにはそれらを数量的に特定することができれば理想的である。 

今回、上述の生産関数の投入物を念頭に置き、前回の商業（卸売業）における試行と同様に、

別紙１にハード、ソフト、中間的領域の３つの視点からサービス業の整理を試みた。 

他方、サービス業には多種多様な業種が該当すると考えられるため、サービス業をサービスと

財の程度により業種間の類似性を整理できるかを今回試行した。その際、既述の１．(3)に示した

７つの大分類を対象に試行した。 

 

 

２． 検討の内容 

 

(1) 尾崎モデルによる製造業を中心とした産業構造の整理の紹介 

既存研究として尾崎は、供給側の「技術の型」と需要側の「産業特性」を合わせて、製造業を

中心に産業を分類した。 

詳しい内容は原著に記載されているが、「技術の型」とは、生産関数のパラメタ特性等により、

「労働使用型技術」、「大容量処理・大規模生産型技術」、「資本使用型技術」及び「収益不変型在

来技術」の４つの型のことである。また、需要側の特性を基準（産業連関表から各部門の中間需

要比率の大小、最終需要項目毎のウェイトを用いて計算）にして、産業部門を５つ（消費財、資

本財、中間財、素材原料及び公益）に分類した。 

 

(2) マーケティングの観点からの定性的な整理 

   １．(2)に記載したように、安原によるとマーケティングでは以下の３つの視点から財やサービ

スの特徴を区分できると説明されている。また、参考として、別紙３に業種別の特徴と主な流通

経路を示している。 

    ① 利用権と所有権の程度（商品やサービスの利用者が時間と場所の制約を受けるか） 

② 提供型式が無形か有形か（商品やサービスが見えるかどうか） 

③ カスタマイズの程度（顧客の要望にどの程度応じることができるか） 

   今回、サービス業の具体的な業種が多種多様であることを考慮し、上述の３つの視点により業

種を区分できるのかを試行した。その結果は次ページの表のとおりであり、表中の〇は該当する、

×は該当しない、△は該当の有無のどちらもあり得るとして定性的に試行した。 

   具体的に考察すると、コンサルタント業について、顧客はコンサルタント業の都合の良い日時

に無形のサービスを受け、顧客の要望を受けた解決案の提供を受けることができる、サービス業

としての程度がかなり高いと言える。他方、加工食品の製造業の場合、その購入者は製造業者が

製造した加工商品を購入し、その購入者が時間と場所を選ばずにその食品を飲食できるために財

としての程度が高いと言える。なお、コンサルティングから飲食業までがサービス業であり、コ

ンビニ、注文住宅と加工食品の提供は商業または製造業である。 
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   図表３では、H24とH28の経済センサス（活動調査）を比較して、小分類単位の増加額が3,000 

億円以上又は増加率が 40%を超えるものを集計した。また、表中の下線はその抽出条件を超えた

場合に付している。 

  

［図表３］ 付加価値額の増加額又は増加率が大きい小分類 

 

小分類 増加額 増加率 

726デザイン業 575億円 51.5％ 

729その他の専門サービス業 2,992億円 48.2％ 

742土木建築サービス業 3,862億円 30.3％ 

749その他の技術サービス業 4,220億円 79.5％ 

751旅館・ホテル 5,539億円 41.9％ 

759その他の宿泊業 409億円 55.7％ 

762専門料理店 5,873億円 28.9％ 

772配達飲食サービス業 3,254億円 49.0％ 

799他に分類されない生活関連 789億円 40.8％ 

806遊戯場 4,006億円 20.6％ 

909その他修理業 198億円 46.5％ 

912労働者派遣業 3,848億円 21.7％ 

922建物サービス業 4,428億円 25.0％ 

929他に分類されない事業サービス業 14,960億円 59.8％ 

 

［図表４］ 付加価値額が減額となった小分類 

 

 増加額 付加価値額 増加率 

711自然科学研究所 ▲820億円 9959億円 ▲7.6％ 

727著述・芸術家業 ▲2億円 16億円 ▲10.0％ 

72E経営コンサルタント ▲7,789億円 1兆5,927億円 ▲32.8％ 

782理容業 ▲30億円 2910億円 ▲1.0％ 

784一般公衆浴場業 ▲76億円 269億円 ▲21.9％ 

785その他の公衆浴場業 ▲112億円 696億円 ▲13.9％ 

903表具業 ▲3億円 63億円 ▲3.9％ 

921速記・ワープロ入力・複写業 ▲40億円 422億円 ▲8.6％ 

933学術・文化団体 ▲128億円 522億円 ▲19.7％ 

939他に分類されない非営利的団体 ▲2,543億円 3,891億円 ▲39.5％ 

942仏教系宗教 ▲12億円 317億円 ▲3.6％ 

952と畜業 ▲16億円 60億円 ▲21.4％ 

959他に分類されないサービス業 ▲52億円 130億円 ▲28.6％ 

                   （注）付加価値額が100億円未満の場合に下線を付している。 
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４．国際分類との比較 

  JSIC における分類対象の粗密を確認するため、別紙４のように、サービス業の５つの大分類（Ｌ「学

術研究、専門・技術サービス業」、Ｍ「宿泊業、飲食サービス業」、Ｎ「生活関連サービス業、娯楽業」、

Ｒ「サービス業（他に分類されないもの）」）を対象にして、ISIC、JSIC、NAICSにおける最下層の分類項

目を比較した。なお、最下層の細分類を比較したのは、当該分類項目に比較的新しい業種が位置付けられ

ていると想定され、昨今の経済動向がある程度反映されていると推察できると考えたためである。 

３つの国際分類等を比較した全般的な傾向としては、ISIC、JSIC、NAICS の順に分類項目数が多

くなる傾向があると言えるが、一部の分類項目ではそのような傾向ではないものもある。 

これらの比較から、JSICの小分類における「その他」の分類項目の中には、ISICとNAICSでは具

体的な分類項目が設定されている場合があることが分かる。このため、JSICの「その他」の分類項

目に新しい業種が十分に反映されていない可能性があるとも想定される。これらから、そのような

分類項目では細分化の必要性が高いと考えられる。逆に、JSICで多くの細分類項目が設定されてい

る分類項目があり、しかも近年数量が減少している場合には、そのような分類項目の統合を検討す

る必要性が高いと言える。 

 

 

５．見直し対象の整理 

センサスデータによる付加価値額の増減の動向（図表３と図表４）と国際分類との比較（別紙４）

を参考にして、以下の表のように分類項目の見直し対象を整理した。 

［図表６］ 見直し対象の整理 

JSICの細分類 付加価値額の増減 国際比較 
見直しの 

方向 

7299他に分類されない専門サービス 729の増加率が大きい 
NAICS に多くの分類

項目が設定 

分割 

7499その他の技術サービス 749の増加額が大きい 
NAICS に多くの分類

項目が設定 

7999 他に分類されないその他の生活関

連サービス 
799の増加率が大きい 

NAICS に多くの分類

項目が設定 

9099他に分類されない修理業 909の増加率が大きい  

9229その他の建物サービス 922の増加額が大きい  

9299他に分類されない事業サービス業 929の増加額が大きい 
NAICSとISICに多く

の分類項目が設定 

7271著述家 

7272芸術家 

727の減少、付加価値

額が100億円未満 
 

統合 

9031表具業 
903の減少、付加価値

額が100億円未満 
 

9211速記・ワープロ入力業 

9212複写業 
921の減少  

9521と畜業 
952の減少、付加価値

額が100億円未満 
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６．検討に際しての課題 

 

○ 実態把握の必要性とサービス業における課題 

サービス業は多種多様な産業を含むと考えられるため、製造業や商業以上に実態を把握した

上で業種の特徴等を把握しつつその類似性等を検討する必要がある。 

また、サービス業以外の業種の検討でも同様であるように、生産関数における投入物（資本、

労働、土地、中間財）の特徴を比較するとともに、サービスの特徴（例えば、利用権の度合、無

形の度合、カスタマイズの度合）も考慮して検討する必要がある。 

 

 ○ 重点対象となる業種の特定 

製造業や商業と同様に、サービス業における実態を網羅的に把握することは時間的に困難な側

面があるため、効率的な方法を検討する必要がある。このため、検討対象となる業種を重点化し

て検討することが有用である。 

この一環として、例えば、国際分類における分類項目の設定状況、経済センサスデータによる

付加価値額の増減や産業分類間の移動状況の把握により、重点的な業種の特定を行うことが効果

的であると考えられる。 

 

○ 分類項目の粒度（対象範囲）の考慮 

現行の分類項目を対象にして統合または分割を検討しようとする際には、現行の分類項目の粒

度（対象範囲）等の差異を十分に考慮する必要があると考えられる。 

その際、仮に統合する方向になった場合には、当該分類項目の継続性の観点から中長期的な変

化を把握できなくなる可能性を十分に考慮する必要があると考えられる。これに関連しては、例

えば、細分類を包含する小分類がある場合には、生産物分類の設定状況等も勘案しつつ、当該細

分類の統合が必要であるかも検討する必要がある。 

 

 ○ 継続的な検討 

   試行作業による課題の整理も重要であるが、定性的な検討だけにより業種の類似性等を特定す

ることは十分とは言えないため、定性的検討と定量的検討を適宜組み合わせることを想定し

て、特定の分類項目の統合や分割の必要性のための効果的な方法論を引き続き検討する必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

【参考文献】 

安原智樹『新版 マーケティングの基本』日本実業出版社 最新二版 2018年 

尾崎巖 慶應義塾大学産業研究所 企画『日本の産業構造』慶應義塾大学出版会 2004年 
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サービス業の概念的整理 

（ハード、ソフト、中間的領域による試行的整理） 

 

 

製造業と商業の試行と同様に、サービス業を対象にハード面、ソフト面、中間的領域の３つの視点

から整理した。 

 

 

細分類 

ハード 

中間的領域 

ソフト（人的スキル等） 

主な設備 従業者スキル 組織的スキル 

7211 

法律事務所 

・事務所 

・什器、備品 

 など 

・判例等のデータ

ベースの維持、

更新 

・弁護士資格 

・関係する法務、財

務、会計等の資格

や知識 

・従業員管理 

・研修機会の確保 

751 

旅館・ホテル 

・宿泊室 

・宴会場 

・厨房 

・リネン室 

 など 

・予約管理システ

ムの維持と更新 

・接客サービス 

・予約管理 

・提供戦略の立案 

・清掃、保守 

・従業員管理 

・顧客情報の管理 

・販売促進 

9221 

ビルメンテナ

ンス業 

・事務所 

・什器、備品 

・清掃用器具 

 など 

・通報システムの

維持と管理 

・衛生管理や設備管

理（空気調和、給

排水等）の資格、

職歴 

・従業員管理 

・資格管理 

 

  

（別紙１） 
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技術と産業特性による整理 

 

 

（注）尾崎 巌 慶應大学名誉教授 『日本の産業構造』慶應大学出版会 2004年（p122から引用） 

  

（別紙２） 
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製造業・商業、サービス業の特徴と主な流通経路 
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（注）前掲の２の文献（p250、251）を基にして事務局が作成 

（別紙３） 

【製造業と商業の特徴】 
 
① 顧客は所有権を購入 

⇒ 使用時間と場所は顧客の自由 

② 価値の提供形式が有形 
⇒ 商品が見える 

③ 既成商品の度合いが高い 
⇒ 顧客は提供される内容から選ぶ 

商品の企画と開発 ⇒ 商業と製造業が協力 
 

小

売

店 

消

費

者 

商 品 
メ 

ー 

カ 

ー 

サ 

ー 

ビ 

ス 

業 

【サービス業の特徴】 
 
① 顧客は利用権を購入 

⇒ 使用時間と場所の制約がある 

② 価値の提供形式が無形 
⇒ 商品が見えない 

③ カスタマイズの度合いが高い 
⇒ 顧客要望に対応 

【サービス業の販売戦略 ＝ ４Ｃ】・・・需要側の視点 

・Customer Value : 顧客にとって価値のある内容か 
・Convenience   : 顧客が製品を容易に購入できるか 
・Cost      : 顧客にとっての価値は妥当か  
・Communication : 顧客が求める情報を入手できるか 

サービス 

【商品の販売戦略 ＝ ４Ｐ】・・・供給側の視点 

・Product  : 自社製品は市場にどのような価値を提供するか 
・Place   : 販売場所や流通方法をどうするか 
・Price   : 価格をどう設定するか 
・Promotion：どう販売促進するか 

製造業と商業の特徴と主な流通経路 

サービス業の特徴と主な流通経路 
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ISIC、JSIC、NAICSの分類項目の比較 

 

【Ｌ学術研究、専門・技術サービス】72専門サービス業 

ISIC細分類（４桁） JSIC細分類（4桁） NAICS（6桁の産業） 

6910法律事務所 7211法律事務所 

7212特許事務所 

7221公証人役場・司法書士事務所 

541110弁護士事務所 

541120公証人事務所 

541191権利証明要約・処分事務所 

541199その他すべての法律サービス業 

7490 他に分類されないその他の専

門、科学及び技術サービス業 

7299他に分類されない専門サービス業 541618その他の経営コンサルタントサービス業 

541620環境コンサルティングサービス業 

541690 その他の科学的・技術的コンサルタントサ

ービス業 

541990 その他すべての専門的・科学的・技術的サ

ービス業 

711410アーティスト・スポーツ選手・芸能人・その

他有名人の代理人マネージャー 

 

 【Ｌ学術研究、専門・技術サービス】74技術サービス業 

ISIC細分類（４桁） JSIC細分類（4桁） NAICS（6桁の産業） 

7500獣医業 7411獣医業 541940獣医サービス業 

7110建築・エンジニアリング業及び

関連技術コンサルタント業 

7499その他の技術サービス業 

 

541330エンジニアリングサービス業 

541350建物検査サービス業 

541360地球物理学的調査・地図作成サービス業 

541370 調査・地図作成サービス業（地球物理的な

ものを除く） 

 

【Ｍ宿泊業、飲食サービス業】75宿泊業 

ISIC細分類（４桁） JSIC細分類（4桁） NAICS（6桁の産業） 

5510短期宿泊 7511旅館・ホテル 

7521簡易宿所 

7591会社・団体の宿泊所 

7592リゾートクラブ 

721110ホテル・モーテル 

721120カジノホテル 

721191朝食付き宿泊施設、 

721199その他の全ての旅行者向宿泊施設 

5520キャンプ場、RVパーク及びハウ

ストレーラ用キャンプ場 

5590その他の宿泊業 

7599他に分類されない宿泊業 721211 RV車（レジャー車）用駐車場・キャンプ指

定地 

721214 レクリエーションキャンプ場・休暇村（キ

ャンプ地を除く） 

  

（別紙４） 
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【Ｍ宿泊業、飲食サービス業】76飲食店 

ISIC細分類（４桁） JSIC細分類（4桁） NAICS（6桁の産業） 

5610レストラン及び移動式飲食業 

 

7611食堂、レストラン 

7621日本料理 

7622料亭 

7623中華料理店 

7624ラーメン店 

7625焼肉店 

7629その他の専門料理店 

7631そば・うどん店 

7641すし店 

722511フルサービスレストラン業、722513限定サ

ービスレストラン業、722514カフェテリア・

グリルビュッフェ・ビュッフェ 

722515軽食・非アルコール飲食バー722330移動飲

食サービス業 

5610レストラン及び移動式飲食業 

5629その他の飲食業 

7699 他に分類されない飲食店 722330移動飲食サービス業 

722513限定サービスレストラン業 

 

【Ｎ生活関連サービス業、娯楽業】79その他の生活関連サービス 

ISIC細分類（４桁） JSIC細分類（4桁） NAICS（6桁の産業） 

7912旅行業 7911旅行業（旅行業者代理業を除く） 561520ツアー運営業 

7990その他の予約サービス業 

9200ギャンブル及び賭け事事業 

9609 他に分類されないその他の個人

向けサービス業 

7999 他に分類されないその他の生活関連

サービス業 

 

561591施設紹介・観光案内業 

561599その他すべての旅行手配予約サービス業 

713990その他すべての娯楽・レクリエーション業 

713210カジノ（カジノホテルを除く） 

713290その他の賭博業 

812990その他すべての個人サービス業 

 

【Ｎ生活関連サービス業、娯楽業】80娯楽業 

ISIC細分類（４桁） JSIC細分類（4桁） NAICS（6桁の産業） 

5914映写業 8011映画館 512131映画館（ドライブインシアターを除く） 

512132ドライブインシアター 

9329 他に分類されないその他の娯

楽・レクリエーション活動 

8099他に分類されない娯楽業 711219その他の観戦スポーツ 

713990その他すべての娯楽・レクリエーション 
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【Ｒサービス業】92その他の事業サービス業 

ISIC細分類（４桁） JSIC細分類（4桁） NAICS（6桁の産業） 

8219 コピー、文書作成、その他の専

門事務支援業 

8299 他に分類されないその他の事業

支援サービス業 

9211速記・ワープロ入力業 561410文書作成サービス業 

561439 その他のビジネスサービスセンター（コピ

ー店を含む） 

 

3830材料再生業 

6399 他に分類されないその他の情報

サービス 

7310広告業（JSIC7311にも対応して

いる） 

7740 著作権のある作品を除く知的財

産及び類似商品のリース業 

8211総合事務管理サービス業 

8230会議・見本市運営業、8291債権

回収及び信用調査業、8299包装

業 

8299 他に分類されないその他の事業

支援サービス 

9299他に分類されないその他の事業サー

ビス業 

561431私書箱センター 

561622鍵屋 

711510独立アーティスト・作家・パフォーマー 

562910浄化サービス業 

519190その他のすべての情報サービス業 

541870広告材料配布サービス業 

533110非金融無形資産賃貸業（著作物を除く） 

561110業務管理サービス 

561920会議・見本市組織事務局運営業 

561440集金代行業 

561499その他すべての業務支援サービス 

561910梱包・ラベル貼りサービス業 

561492裁判所報告・速記サービス業 

561990その他すべての支援サービス業 

 

 

（注）「JSIC13回改定版とISIC Rev.4の対応表」（以下のURL）等を基にして事務局が作成 

 https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/index.htm 

 


